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（2012 年に調査）と、アンケート調査とインタビュー調査の双方を行った 17 社（2017 年
に調査）の計 22 社である。本調査で明らかとなったことを整理すると、①ほとんどの企業
が標準原価あるいは予定原価といった基準となる原価を利用している、②基準となる原価
は科学性、規範性をもつ標準原価ではなく予定原価に近い概念のものである、③労務費は
固定的なものと認識されており、標準原価による労務費管理は時間管理にとどまり、労働
の質を評価する役割を果たしていない、④進捗度は仕掛品の評価に影響を与え、それが当
期製品製造原価の多寡に直結して利益に影響を与えるという４点である。これらから、わ
が国の標準原価計算ないし原価管理の実際は、原価そのものを管理する原価管理ではなく、
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予算、計画、予算統制と結びついた経営管理となっていた。アンケート調査およびインタ
ビュー調査から、生産現場と経営層が認識する製造原価には乖離があること、そしてその
乖離を小さくする係合には関心があること、しかし、関心があってもその方法を見いだせ
ていないことが確認された。 
第９章では、中小企業の Z 社が取り組んだ事例を紹介し、同社の手法が生産現場と経理
部門に介在する乖離を係合できる手法であることに言及している。この手法は筆者がかつ
て Z 社に在籍していたとき、会計担当者らとともに考案した方法である。起点は期間損益
計算の資料である月次製造原価報告書の数値であり、そこから生産現場へ向けて調整が行
われた。設定された標準原価（あるいは予定原価）が正しいと仮定すれば、生産現場で計
算される当月製品製造原価と、経理部門が作成する製造原価報告書の当期製品製造原価は
近似値となるはずである。原価計算基準がいうところの、修正を加えずにそのまま製造原
価として用いることができるはずである。しかし、実際には近似しない。そこでＺ社では、
乖離の原因がどこで発生しているかを確認するため、会計担当者が設定された標準原価情
を携えて生産現場へ出向き、確認作業を続けた。その結果、労務費や仕掛品の認識に不一
致があることを確認し、加えて生産現場の計算ミスや不良在庫の隠蔽など、常態化してい
たロスの発見につながった。原価標準（１単位あたりの標準原価）は一度設定しても、環
境変化に応じて柔軟に修正すべきである。会計担当者が生産現場への働きかけを続けた結
果、通常であれば年に一度程度しか見直しが行われない原価標準を、毎月修正できる環境
を構築した。生産現場の数値と経営層が認識する数値に関連性ができ、現場の物量計算と
経営層の金額計算との係合が実践されたのである。算定された標準原価を基礎とする原価
の改訂こそが、生産現場の改善効果を可視化できることを主張している。 
管理会計には、管理に必要となる情報を経営層に提供するという機能と、会計がそのま
ま管理の手段となるという機能が期待されているが、Z 社と異なり、多くの企業では経理部
門で期末に調整が行われるため、会計情報がそのまま管理の手段になっていないことが乖
離の原因であり、それを解消に向かわせる手法があることを本章で示している。 
第 10 章は結論の章である。第２章から第９章までの検討を踏まえ、以下の結論を提示し
ている。本研究で指摘するまでもなく、生産現場による物量を用いた原価管理と経理部門
による原価管理の間には乖離が生じている。しかし、その要因を明らかにした研究は見当
たらない。そこで、本研究では①原価計算基準、②日米における原価計算研究の潮流、③
労務費の計算に関するわが国固有の概念、④仕掛品の評価の４つに着目し、それらが要因
の一部であることを論じた。また、乖離を縮小し、係合へと向かわせる方法として、筆者
自身もその取り組みに関わった Z 社の事例を提示し、その実効性を検討した。これらが本
研究の貢献である。 
 最後に、筆者は引き続き、実務家の目線から会計理論と会計実務に介在する乖離、ある
いは生産現場と経営層との間にある乖離に着目し、その要因を探求することで、会計が経
営管理に役立つものとなることについての研究を継続することを述べている。 
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Ⅱ．論文審査の結果の要旨 
 
（１）論文の特徴 
本研究の最大の特徴は、通常は研究者が所与としている点に疑問を抱き、その固定概念
を解放して研究したことにある。本研究では、複数の視点から生産現場と経理部門（経理
部門の結果を利用する経営層）との管理数値の乖離の原因を探求している。その視点の１
つに、昭和 32（1957）年に作成された原価計算基準（仮案）がある。同（仮案）がベース
となって現行の原価計算基準が制定されたが、原価計算基準（仮案）に示されていた経営
管理機能の部分が原価計算基準では抜け落ち、元々想定されていた管理機能を失ったこと
が、標準原価計算における管理機能の低下を招き、それが生産現場と経理部門の乖離を生
み出したと主張している。原価計算基準（仮案）はこれまで表出しておらず、われわれが
目にするようになったのは 2015 年である。原価計算基準（仮案）と現行の原価計算基準を
比較検討した研究は希有であり、これが本論文の１つの特徴である。 
仕掛品の評価に関する研究が半世紀にわたって研究テーマとなっていないことを示した
のも１つの特徴であろう。先行研究を丹念に当たり、それを明らかにした。仕掛品の評価
において、キーとなるのは進捗度である。原価計算や管理会計を学ぶ際、進捗度は所与の
ものとして扱われる。だが、実際にその評価は不可能に近い。生産現場が肌で感じる進捗
度と経理部門が計算のために設定する進捗度は往々にして一致しないことは想像に難くな
いが、それをインタビュー調査によって明らかにしたのは、本論文の貢献の１つである。
直接労務費の計算構造が，標準原価計算を生み出した米国と異なることに向き合い、計算
そのものが生産現場と経理部門の乖離を生む原因であるとし、多くの研究者が所与と考え
ていた事項にメスを入れたことは一定の評価に値する。 
 調査した企業では、生産現場の管理数値と経理部門の管理数値が異なり、それぞれが持
つ数値をお互いがそのままでは利用できないことを承知していた。しかし、本論文では企
業がその解決方法にまでたどり着いていない現状を明らかにするとともに、１つの中小企
業が行った方法が課題解決の糸口になる可能性を有していること示した。通常、企業が独
自に行っている管理手法が表に出ることは少ない。関係者もしくは当該企業に通いつめた
研究者の研究によって明らかにされる。本研究もその１つであり、特徴である。 
 
（２）論文の評価 
 前述の通り、本研究が論点とした内容は、これまで多くの研究者が所与としていた部分
や、あるいはかつて議論がなされたものの、その後に関心が移り、論点として忘れ去られ
ていた部分に光を当てたという点で評価できる。また、理論と実務を橋渡しする側面を持
つ研究成果であることも評価の１つである。 
一方、審査委員会では、本研究に対する課題があることも認識している。第１、に課題
解決の実効性である。確かに、本研究では１つの中小企業が生産現場と経理部門の原価管
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理に関する乖離を縮小し、本研究で表現される係合に向かったことは確認された。しかし、
この手法は製造業であれば業種を問わず適用可能であるのだろうか。他の製造業ではなぜ
このような手法を採用しないのだろうか。科学的に立証するのは容易ではないだろうが、
この点を解明する必要があると感じている。 
第２に、残された課題の遂行や新たな研究分野の挑戦に際し、研究者との交流を広げる
必要性を指摘する。本研究が参考にした資料の多くは古い文献である。また、課題の解決
に用いられたのは実務家への調査や事例であった。特に、実務家へのインタビューの結果
は事実を示すものに違いないが、その解釈については多くの研究者とのディスカッション
が不可欠だろう。実務家のみならず、研究者の多様な意見を解釈に取り入れることで、研
究としての精度が増すに違いない。 
 
